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〈コロナ禍の影響〉─食農リサーチ─

苦戦している（第１図）。

その要因は感染防止に伴う個人の飲食店利

用減少だけではない。企業の交際費等支出額

は約４兆円（18年）あったが、接待等の減少に

よってパブ・居酒屋業態を含む料飲主体部門

における酒類や高額食材の消費に大きな影響

が出ているとみられる（第２図）。また、日本

人の国内旅行・出張の自粛だけでなく、イン

バウンド・訪日外国人旅行者の年間飲食費約

１兆円（19年）が事実上消滅したことも、ホテ

ルなど宿泊施設の飲食部門に影響している（第

新型コロナウイルス感染症の感染防止のた

めに行われた、ソーシャルディスタンスの確

保と「新しい生活様式」の実践は、人と人の

接触・交流・移動を制限し、高度化した個人

消費とサービス産業に大きな影響を及ぼして

いる。その解決手段として、オンライン化・

デジタル化が急速に進展しており、実体経済

の先行き不透明感が続くなかで、社会の変革

が進んでいる。コロナ禍の食料消費への影響

を外食産業、食品産業の動向からみたい。

1　外食産業への影響

一般社団法人日本フードサービス協会（以下

「JF」）による外食産業の市場規模推計値（2019

年）は26兆円、料理品小売業を含めると33兆円

に到達したが、2020年は相当な市場規模縮小

が懸念されている。JFの外食産業市場動向調

査（20年８月度）によると、売上高前年同月比

は全店データでは84%にとどまり、業態別で

はパブ・居酒屋とディナーレストラン業態は
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第1図　業態別外食産業の売上高前年同月比推移
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第2図　交際費等支出額の推移
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第3図　訪日外国人旅行消費の飲食費と
訪日外客数推移
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る。在宅勤務時の昼食は、調理のしやすい麺

類やパンが増え、コメ消費に影響している可

能性がある。

3　今後の食料サプライチェーンへの視点

新型コロナウイルス感染症については、い

まだウイルスの全容が解明されておらず、治

療法・予防法の開発が待たれる状況にある。

当面続くコロナ禍によって、働き方・レジャ

ー・交通・教育・消費行動まで変化を強いら

れた経験は終息後も残り、新たな生活・経済

スタイルとして定着するとともに、消費者は

健康・衛生への意識が高くなると考えられる。

今後は、景気後退の影響も加わり生活のダ

ウンサイジング・節約志向が強まるとともに、

コロナの影響を受けた人々への救済・対策も

求められ、フードバンクや支援購買などの広

がりも想定される。

食料サプライチェーンには、このような社

会変化の速度への対応、柔軟性確保が求めら

れ、さらに、オンライン化・デジタル化に伴

い、消費者へ提供する情報の内容や提供方法

の重要性が高まると思われる。
（きたはら　かつひこ）

３図）。さらに在宅勤務によって、社員食堂な

どの事業所給食は３割程度減少しているとい

うのが食材卸の見方だ。

繁華街・オフィス街など人通りが多いこと

が外食産業の立地条件であったが、おおむね

90%である損益分岐点売上高を下回る状況が

続いており、家賃負担の面からも閉店・事業

撤退が進みつつある。その一方で、洋風ファ

ストフード業態では非接触のシステム対応と

テイクアウト・デリバリー対応によって前年

並みの売上水準を確保している企業もある。

また、郊外・地方の路面店では顧客が戻りつ

つあるほか、客単価の高い食材・食文化を楽

しむ高級店にも一部回復の動きがみられる。

2　食品産業への影響

このような外食産業向け業務用需要の減少

と家計消費の増加によって、食品産業の生産

現場も影響を受けている。業務用と家庭用の

生産ラインは、包装資材・荷姿の違いから別

ラインのケースが多く、３～５月にかけて家

庭用商品の急激な需要増加に応えきれないケ

ースも発生した。また、販売先を失った業務

用商品や原料の在庫問題は現在も尾を引いて

おり、一部は冷蔵冷凍倉庫の高い在庫率につ

ながっている。

食品産業全体では業務用の減少を家庭用で

全て代替される状況にはない。従って、経済

産業省の鉱工業指数における食料品・たばこ

工業の生産・販売指数をみると、４月以降前

年を下回る状況となっている（第４図）。ただ

し、品目によって需要の跛
は

行
こう

性
せい

があり、春先

の備蓄・まとめ買い行動以降、パン・麺類・

パスタなど小麦粉二次製品の需要が伸びてい
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第4図　食料品・たばこ工業の生産・出荷指数
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